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ここには公権力による 「公の秩序」の形成 ・執行 ・発揮などといった発想は微塵もみ られな











2には 「私」を活かしつつ政府や国家の 「公」にも関わり、公のあり方をより良 きものへ と
変えることに関係する。だから 「滅公奉私」 とは全 く異なる。第3に は 「活私開公」といっ
ても 「私」と 「公」の二項だけが重視されるのではなく、「私」と 「他の私」=他 者 との関
係、すなわち多 くの私か らなる人々の 「公共世界」が大きく展望される。したがって第4に
は、「活私開公」は 「滅私奉公」や 「滅公奉私」での 「私一公」二項論ではなく、「私一公共
一公」の三項論だ。 先に指摘 した 「公共の福祉」に代えての 「公の秩序」の場合は、タテ
関係の強い 「私一公」二項論に他ならない。この二項論の場合は、個々人の人権の尊重といっ
ても、タテ関係の強さか ら、公(お上)が護 りお上から護られるという発想になりがちである。
これに対して、「私」と 「公」の中間に 「公共」が入った三項論においてはじめて私 ・公共 ・
公の三者相互間がヨコの関係、同水準で論議の対象になりうる。 「私一公」二項論にあっ




て位置づけされるからだ。 中間団体 ・組織 というと、一見いかにも中途半端なものの印象
を受ける。だがこの類のものがないと一時も暮 らしていけない。一番身近な家族だってミニ
あるいは基礎的中間団体 ・組織 といっていいかもしれない。学校や居住地、教育 ・福祉 ・文
化 に関する様々な団体 ・組織、NGOやNPOはすべて中間的なものだ。諸々の地方自治団









企業利益 と結びつ くような市場経済のあり方を追求するところまで論 じている点なのであ
る。これが夢物語の理想論としてではなく、実現可能な理想的現実主義 として提起されてい
る点に、多 くの人が多大の勇気 と希望を感受するに違いない。山脇氏による具体的政策論の















な内容が入っていると思 う。選挙が大事 といつても、誰が何のために、何 を実現するための
行為なのかが明 らかにされているということだ(第2章 、第4章)。 ソーシャル ・ガバナ
ンスの本領が遺憾なく発揮されるのは、中央レベルよりむしろ地方レベルであろう。それは
日々の暮 らしの現場は地域であり、住民一人ひとりが 「市民的徳性や信頼関係のネットワー
クとしてのソーシャル ・キャピタル 【社会関係資本 】」(108頁、 ドイツ連邦議会 「市民活動
の将来」委員会報告書 と同一の重要な指摘！） を涵養 ・強化 し、それを通 して 「各地域の公
共世界」は活性化 され、地域住民の公共の福祉 も高まるか らだ。この山脇氏の丁寧な考察の
行 き届いた指摘を肝に銘じたい。 これまでの統治ではなく共治 ・ガバナンス、それも地方
レベルから中央 レベルに至るまで(さ らに国際的なグローバルなレベルにまで)の ソーシャ
ル ・ガバナンス論をしっかり理解 しておくなら、冒頭で問題 とした日本国憲法における 「公
共の福祉」に代えての 「公の秩序」の無意味さ、「公」の理解の一面性のもつ浅薄さと怖さ
等が明 らか となる。逆 に、「公共の福祉」の意味曖昧さが払拭され、その重要性が明確 にな
る。山脇氏は政府 と個人(の 権利)と の本来の関係理解をベースにして、「公共の福祉」に
ついてこう考えるべ きだという。「公共の福祉」は政府による個人の権利の規制原理として





家の正当性(国 民による根拠づけ、承認の根拠 ・理由)と ソーシャル ・ガバナンスの意義づ







読み直 しつつある私にとつて山脇氏の新評価は心強い限 りだ。さらにいえば、ヘーゲル 「法・
権利の哲学」の国家論での定義において、「国家」 とは国家権力を意味し、それ も立法権 ・
統治権 ・君主権の三権力のうち君主権 に収斂 してい くという君主制国家論者 として従来多
くの研究者によりヘーゲルが理解 されて きた。だが国家のもう一つの定義があるのだ。「国






シャル ・ガバナンスによる福祉の実現 という姿に近い ものだ。こうした公共哲学の観点か
らヘーゲル国家論を再検討した論文が今回、私の勤務校で博士学位請求論文 として提 出さ
れた。 山脇氏の議論が若い研究者にも大きな影響力をもちはじめたことがうかがえる。
2.〈 公共福祉 〉とヘ ーゲルの<Korporation>/<Kreis>論
公共福 祉 は、 国家 ・政 府 に よ り上か らな される施 しの福 祉 を さす ので はない。それ は国家 ・
政府 と リンク して、 国家 ・政府 に下 支 え されなが ら人 々が互 い に協 力 し合 う福 祉 をい う。 そ
の メ カニズ ム と特徴 を明確 にす る こ とが本稿 の 当面 の課題 であ るが、 その さい へ一 ゲル の<
Korporation>と<Kreis>に関す る考 えが重要 な示唆 を与 えて くれ る。
まず、〈Korporation>とは どの ような内容 の ものか。 これはギル ドの閉鎖 的な職能団体 であ
るツンフ トとは異なって、職業選択の 自由の もとで結成 された新 たな職業協 同団体 を指す。ヘー
ゲルは市民社 会の なかでの<Korporation>の役割 を高 く評価す る。 とい うの も、 この職業協 同
団体 は市民社 会の第1原 理た る「欲求 の体系」=市場 の 自由競争 のなかで各 々の職業に関わる人々
の生活の下支え をする、彼 ら自らが結成 した団体 だか らである。
次に、〈Kreis>とは何 を意 味するのか。 ヘーゲルは この〈Kreis>につ いて多 くは論 じてい
ない。 『法 ・権 利 の哲 学要綱』(以 下、 『要綱』)(1)では2-3個 所 で しか言及 してい ない。そ の
なかで最 も重要 な1個 所 を以下 で紹介 したい。 ここは実は、<Korporation>と<Kreis>との
関係 を理解 する上で も重要な個所 なのである。
「要綱』 弟288節 〈原文 〉
Die gemeinschaftlichen besonderen I teressen, die in die bürgerliche Gesellschaft fallen und außer 
dem an und für sich seienden Allgemeinen des Staats selbst liegen( § 256), haben ihre Verwaltung in 
den Korporationen( § 251) der Gemeinden und sonstiger Gewerbe und Stände und deren Obrigkeiten, 
Vorsteher, Verwalter u. dgl. Insofern diese  Angelegenheiten, die sie besorgen, einerseits das 
Privateigentum und Interesse dieser besonderen Sphären sind und nach dieser Seite ihre Autorität mit 
auf dem Zutrauen ihrer Standesgenossen und Bürgerschaften beruht, andererseits diese Kreise den 
höheren Interessen des Staats untergeordnet sein müssen, wird sich für die Besetzung dieser Stellen 
im allgemeinen eine Mischung von gemeiner Wahl dieser Interessenten und von einer höheren 
Bestätigung  und  Bestimmung ergeben. (S.457f.)
〈和訳〉(藤野 ・赤沢訳/中 央公論社)








本節 にお いて使用 されてい る<Korporation>と〈Kreis>は1個所ず つである。藤 野 ・赤 沢
訳で は 「諸団体」 と 「仲 間集団」 とされてい る。 これ ら訳 をどうす るかば内容理解 に関わって重
要で ある。実 はこの〈Korporation>は単数ではな く複 数なのだ。 この京 にも留意する必要があ
る。数種類 ある和訳 で も次 のようにそれぞれ微妙 に異 なってい る。
<Korporationen>
・三浦和男訳 「地方 自治体[教 区共 同体]、その他 の営利企 業[営 業]、諸身分 などの諸団体[職
業 団体]で あ り…」(2)
・高峯一愚訳 「共 同体 お よびその他 の実業 や階層 に よる職業 団体、 …」(3)
・上妻/佐 藤/山 田訳 「地域 団体 、その他 の産業 お よび職業 身分 の団体、 …」 ④
・藤野/赤 沢訳 「地方 自治団体 やその他 の商工業 団体 や身分 団体 といった諸 団体、 …」 ⑤
・T.M.Knox訳<…in　the　hands　of　Corporations,commercial and professional>(6)
・S.W.Dyde訳<…in the corporations of the societies, trades, andprofessions,>(7)
私 は中央公論社 版 の訳 が正解 だ と考 える。市民社 会 にお ける職業協同 団体 を も含 めた諸 団体
をKorporationenは意味 してい るか らで ある。 この点か らみ ると、三浦和男訳 も適訳だ とい える
が、「諸 団体[職 業 団体]」と される[]の 補訳 が余分 だ。せ っか く 「諸団体」 と訳 されなが ら、
[]を 入れ ることによって 「諸団体」が 「職業団体 」に よって代 表 されて しまい、「諸団体」 と
い う社 会的拡が りが無 くなって しま う。英訳 ではKnox訳 の<Corporations>におけ る大文字
とコンマの部分が気 にな るが、いず れに しろ原文中の〈Gemeinden>が訳 されていない ように
思 う。Dyde訳では<corporations　f>の<of>に 注 目 し、これ を同格 の<of>と 解す るな ら、
Dyde訳は全体 として中央公論社版 と同 じだ といえる。
<Korporationen>の訳 が 特 定 で きた と して も、 しか し重 要 な 問 題 が 残 る。 そ れ は<
Korporationen>、を<Kreise>とヘ ーゲ ルが 言い換 えてい る点 なの だ。 なぜ 言い換 え る必要 が
あるのか。 またこの〈Kreise>を和 訳す ると どうな るのか。 まず和 訳の点か らみてみ よう。多
くの訳者 が苦心 している様子 を以下 に窺が うことが で きる。
三浦訳 「権 限分 野」、高峯 訳 「特殊 圏」、上 妻 ・佐藤 ・山田訳 「これ らの集 団」、藤 野 ・赤 沢訳
「仲 間集 団」、Knox訳<these　circles>、Dyde訳〈these　circles>(8)一この<Kreise>を
原 文の コ ンテキス トか ら理解 す る と、 国家の普遍性 に対 す る特殊 圏で ある市 民社会 の様 々 な〈
circles>を指 してい るか ら、先 の諸訳 はすべ て正訳 であ る。 だが、事 態 を よ り具体的 につかみ
表現 してい るか とい う点か らみ ると、「権 限分野」や 「特殊 圏」で は抽象 的す ぎる。 また 「これ
らの集 団」 では〈Korporationen>の訳 をそ のまま持 って きているにす ぎず、工夫がみ られない。
これに対 して、「仲 間集団」 は分か りやす く工夫 されてお り、英訳者二人 による<circles>に近
い。 しか し、 まだイ ンパ ク トに欠 けてい ると私 は思 う。
イ ンパ ク トに欠けてい る原 因は、<Korporationen>を<Kreise>とヘーゲ ルが 言い換 えた
理 由が明確 に理解 されていない点 にあ る と私 は考 えてい る。す なわち、「仲 間集 団」 との訳 は対
等 関係 にある一定 の人々の集 まり との意で、人 々の対等 関係性が特徴づ け られてお り、す ぐれた
訳 ではある。 しか しこれだけでは社会学 的な集 団概念 で しかない。実は この〈Kreis(e)〉は、集
団概念 を も包括 しつつ勝 れて政治 的 ・行政的 な統治 に関わる概念 なのだ。
ヘーゲ ルは<Kreis>につい て詳述 してい ない。 『要綱』 では第288節の他 に は第303節で論
じているだけである。 しか し、 この第303節にお ける説 明が きわめて重要 であ り、 この概念 の有
する政治的 ・行 政的な意味内容 を明 らかに している。第303節で は<Kreis>につ いて二 回にわ
た り説 明 している。以下 でその二 回分、お よびこれ らと意 味上深 く関わる個所一個所 を摘 出 して
お く(藤 野 ・赤沢訳 を参照)。
(1)「国家 は本 質的に、それぞれの分肢(Glieder)がそれ 自身 だけで(fur sich)Kreisであ
る ような、 そ うい うもろ もろの分肢か ら成 る一つ の組織体 である」(9)
(2)「例 のKreisとい うかたちを とってす でに存在 してい る共同体(Gemeinwesenを、 それ
が政治の場へ、す なわち最高 の具体 的普遍性 の立場へ入 ってゆ く場合 に、 もとどお り多
数 の諸個人 に解体 させ る考 え方は、 まさにそ うする ことによって、 市民生 活 と政治生活
とを別 々に切 り離 したままに してお き、… 」(10)
(3)「市民社会 の諸 身分 と、政治 的意義 におけ る諸 身分す なわち議会 とは、… 両 者の合
一 を今 で も失 っていない」(11)
み られるよ うに、(1)では一つ の組織的全体 である国家 を構成す る不可 欠な有機 的諸部分が<
Kreis>と表現 されてお り、(2)と(3)では(1)について よ り具体 的 に説明 されてい る。すなわち、
<Kreis>は全体 である国家 を構成す る数多 くの部分 としての 「共 同体 」、 ない しは 「コミュニ










<Kreis>が集団概念であると同時に政治的概念であるとの確認 とともに、 もう一点明確に し
ておきたいことがある。それは国家 との関係における<Kreis>の政治的あ り方 という点であ
る。先の第303節における(1)の 「… それぞれの分肢(Glieder)がそれ自身だけで(fur
sich)Kreisである … 」に注 目されたい。全体である国家か らみると分肢である<Kreis>
は諸部分である。だが この諸部分が 「それ自身だけで(fur sich)Kreisである」一 この場合の
「それ自身だけで(fur sich)」に留意する必要がある。「それ自身だけで」は 「自立 して」あるい
は 「独立 して」の意味合いのものであ り、政治的には 「自治的」の意味のものであろう。だか ら
<Kreis>は、政治的には国家 という有機的全体の部分を構成 しつつも相当に自立性に富んだ、
自治的性格の強い 「コミュニティー」をヘーゲルは考えているのだと私は思う。
こうした事情と理由から、先に私は<Kreis>を「地域 自治 コミュニティー」 と訳すべ きだと提
案したのだ。いうまでもな く、この地域自治コミュニティーは一つではな く、国家の分肢 を成す








したのは、M.モンジュラであった。彼が核 となって作成 した 「1808年・憲法」(13)はドイツ最













確認 したようにバイエルン王国の 「1808年・憲法」 において、<Kreis>は主要概念のひと
つとなってお り、地方自治を大事にしながらも国家の統一性を確保 して近代統一国家バイエルン
王国を担保している。したがつてこの語は明らかに政治的概念であり、地方行政区を指すもので

































構築 している。各行政区には教会 ・学校 ・救貧 ・防火 ・保健 ・土木建設などの業務ごとに関係部
署が設けられ、市参事会メンバー、市議会議員、市議会によって選ばれた市民 らが協同して業務
にあたる(179条一180条)。特に注 目してお くべ きこととして、救貧組織については 「市民の手
と公共心と都市住民の慈善とに委ねる」(第179条)とまで強調 し、市民自身による解決とその
ための組織化の必要を求めている。
この ようにシュ タイ ンの都 市 自治 の構想 と政策 は、 旧い<Provinz>に代 えて新た な






















にみた 「協働参加」事項 として挙げられている救貧以外の教会 ・学校 ・防火 ・保健 ・土木建設な




心」および 「慈善」の精神の形成 ・陶冶 と発露が目指 されている。まさに〈公共福祉〉志向の考





ヘーゲルは1818年10月にハ イデルベルク大学か らベルリン大学へ移 るが、この1年 前 の
1817/18年の冬学期に、ハイデルベルク大学で法 ・権利の哲学に関する講義をしている。この
講義の受講生による筆記録が、いわゆる 『第1回 講義(筆 記)録 』である。ちなみに、ヘーゲル
の著書 として有名な 『法 ・権利の哲学要綱』(以下、『要綱』)は、1820年末に刊行 されたもので
あり、ベルリン大学に赴任 してか らの2回(2学 期)の講義後に出版 された。『第1回 講義録』(16)
は 『要綱』の原型にあた り、その検討は重要である。
今、私はこの 『第1回 講義録』における<Kreis>論に特に注 目したい。それは<Kreis>が
<Kollegium>との密接な連関のもとで説明されているからであり、 この点は 『要綱』 と比べ
ての独 自性であって、同時に現代的意義に富んでいると思えるからである。
『第1回 講義録』 におけるヘーゲルの国家論の最 も重要な点の一つは、三つの国家権力のうちで
立法権が重視 されているという点である。立法権 ・議会の有する権限と役割は枢密院や内閣(関











域に暮 らす人々自身によって組織づけられた 「地域 自治コミュニティー」(Kreis)による 「福祉」
の確保 ・維持を重視する(vgl.S210)。(2)自治に委ねられる地域 ・地方的諸組織 と行政 との密
な連携 を強調する。地方諸団体、同業組合、職業協同団体(Korporation)などが中核 となって 「地
域 自治コミュニティー」が成されるが、その組織原則は 「自治」である。自治による特殊的な利




国民主権の質が評価 される場合、立法権 を有する議会が国民の代議機関であるがゆえに、議会 と
国民との不断の結びつきは決定的に重要だ。議会と国民との不断の結びつきを確保 し、その質を
保証するものこそ全国の隅々に至るまで結成されている大小様々な、多重 ・多層な数多 くの 「地






な手段 ・方法論が不可欠だか らだ。先に検討 した<Kreis>、<Kollegium>ともに主人公であ




とって も共通で唯ひとつ しか存在 しないというものではない。むしろ逆であって、多岐にわたる
無数 といえるほどの多数の、大小さまざまな地域自治共同体が重層的に存在する。これら多数の
地域自治コミュニティーの内部でも、共同体間でも何 らかの意思決定過程には構成員 ・組織 ・団
体等での 「合議 ・協議」が尊重されねばならない。ヘーゲルみよるとこうしたあ り方が全国レベ
ル ・中央レベルに至るまで貫かれていくべ きなのだ。




地域のスケールとは、生活 と福祉を自立的に確保 し維持 していくにふさわしい適正なヒューマ








「生活と福祉」の確保 ・保証と 「自治」可能のヒューマン ・スケールについての一定の結論は
どうか。私は現代の日本に即していうならば、一般的には人口20-30万程度の規模のものであ
ろう。そして県 レベルにまでのものが、「地域 自治コミュニティー」の最大のものだと思 う。 し





府 と連携 し対応するという二重、三重のバ リア機能の重要なひとつを成す点にあるといえる。
ここで、〈地域 自治コミュニティー一地方政府一中央政府〉関係を構築 していくさい検討 して






地方5割 の平等2分 割方式な り、少な くとも地方に必要な独立自主財源確保 を認めねばならな
い。
(2)地域自治コミュニティーおよび地方政府が包括 し権限が及ぶ規模はどの程度のものがふさわ
しいか という点である。地理地形、風土、包括地面積や歴史的伝統などの多 くの要素 ・要因か
ら考慮されねばならない。 しか し私はここで重視するのは、人口的規模である。人が生 きてい
く上で最 も基本 となるのは、必要な関係が取 り結べる人(の 数)だ と考えるからだ。人数が少
ないほど互いに顔見知 りになり、親密にはなる。 しか し互いの欲求充足の範囲 ・程度は狭 く少
ないであろう。多ければ欲求充足は広範囲に大 きくはなるが、互いに見知 らぬ人となる。大き
すぎも小 さす ぎもしない欲求充足か らして適正な、 ヒューマ ンスケールということの検討が必
要である。
(3)中央政府はひとつである。 しか し地方政府 と地域 自治コミュニティーは複数である。複数の
地方政府の適当な数とは一概にいえるわけではない。国土面積、人口規模、経済力、歴史的文
化的伝統等からの総合的判断になるであろう。私が今暮 らす所を拠点としてひとつを例示する
ならば、東海3～4県 、あるいは中部地方を区切 りとした人口1千万前後が目安 となるように





て地域 自治コミュニティーは暮 らしの核 となり拠点となるところであるか ら、暮らしの過去か
らの繋がりという点を重視するなら市町村 ということにはなる。だが、合併再編ということも
必要となる。少子高齢化の大 きな波が押 し寄せてきている今 日、医療 ・教育 ・福祉を中心とし









すでにヘーゲルが、統治 ・行政組織のあ り方は本質的に 「合議 ・協議」(Kollegium)であ
るべ きだ、 と主張 したことを先に確認 した。その内容は、下級から上級に至る行政 ・統治機構
のどのレベルにおいても合議 ・協議を基本 とし、 トップの 「内閣」に至るまでそうだというも
のであった。ヘーゲルのいうKollegiumはガバナンスそのものといえる。










題を4点 ほど指摘 した。このなかで最 も基本 となり大事にされねばならないことは、いうまでも
なく人々の生活 と福祉を確保 し実現することである。その点からみると、先の4点 はすべて目的
に対する手段である。 目的実現にはそれにふさわしく適正な手段があり、その手段なくしては目





生活と福祉の確保にしっか りと根 ざした地域 自治コミュニティーの確立、地域自治 コミュニ
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